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内部討議資料

　　　主党政権は「有言実行内閣」を掲げながら、いくつものマニフェスト
　　　違反に加えて、「経済無策」や「八方ふさがりの外交」など、数々の失政
が続き、苦しむ国民に対し、さらに不安を煽る結果となっています。また、
党内では「政治とカネ」の問題に端を発した抗争を繰り返しており、まさに
「国民不在」の政治に失望、不信が広がっています。
　　　方では、例えば名古屋市では、首長と議会が対立し、地方政治も混乱を
　　　きたし、一方、大阪維新の会や減税日本、京都党などの地域政党が立
ち上がるなど、地方政治のあり方が問われています。
　　　こそ、国民のための政治を取り戻すべく大きく改革を開始する時で
　　　あり、国民の声をより政治に反映できる地方政治の役割は極めて重
要であるといえます。
　　　の意味で、本年 4 月の統一地方選挙の結果は、地域主権をどのよう
　　　に確立するかを含め、大きな焦点となっています。
　
　現在の日本の閉塞状況を打ち破り、「新たな国造りのエネルギー」を引き出
す方途は何か―。それは、戦後から高度経済成長期に築かれてきた中央集権
の改革、すなわち全国一律の地方自治から地域特性に合わせた地方主権の確
立にあると考えます。
　なかでも、関西やこの大阪には、次代の日本経済を牽引する「ものづくり技
術」、「医療・バイオテクノロジー技術」、「観光資源」、「芸能・食文化」など、世
界的にみてもポテンシャル（潜在能力）の高い要素が数多くあります。
更に、大阪の住民には、前向きで新しいものを好み、進取の気性に富んだパワ
ーを持っています。
　公明党は、今こそ、大阪府内の43市町村の潜在能力をひとつのパワーと
して集約し、大阪が再び力強く、関西そして日本の成長を牽引するエンジン
をスタートさせます。
　そこで、公明党大阪府本部は、この度の統一地方選に際し、｢ひとつの大阪、関
西は一つ。｣をテーマに、重点政策（ローカルマニフェスト）としてとりまとめ
ました。
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ひとつの大阪、関西は一つ。

“チーム大阪（ひとつの大阪）”へ発進！
♥強い基礎的自治体を構築･連携し、『チーム大阪』を形成。
♥チーム大阪と近隣都市との連携を強め関西州を実現。

地域主権

“住民自治の大阪”へ発進！
♥地域に適正な議員定数へ削減。市民感覚で議員報酬を削減。
♥二重行政を解消し、「ムダゼロ役所」を推進。
♥「議会基本条例」制定。住民の意見が反映できる議会体制へ。
♥「出前議会」で住民参加！情報公開で「議会の見える化」を推進。
♥コストベネフィット（コストに対する市民満足度）を
　向上させる行政評価システムを実現。

議会･行政改革

“大阪のブランド化”へ発進！
♥「エコ×ものづくり技術、医療×ロボット技術」など、
    大阪の技術を“活かす”“育む”。
♥「ワールドビジネスカフェ」を創設。ワンストップで企業世界進出を支援。
♥ 外国人観光客の倍増 1000万人へ！大阪の観光資源をＰＲ。
♥ 「ワークシェアリング」、「テレワーク」など、新しい働き方を推進。

雇用創出

“世界トップレベルの教育”へ発進！
♥「大阪府教育庁」の創設。独立した体制で“子ども”のための教育推進。
♥「話せる英語プロジェクト」、「世界で学ぼうプロジェクト」を推進。
　世界で活躍できる人材を育成。

※基礎的自治体 (市町村）

教育改革

“支えあえる大阪”へ発進！
♥「ワンストップの生活支援センター」で高齢者から
   子育てママまで生活支援。
♥「大阪府がん対策推進条例」を制定し、徹底して“がん”と戦います。
♥「児童虐待防止対策緊急強化基金」を創設し、サポート体制を完備。
♥「児童発達支援センター」を創設し、
    ライフステージに応じた障がい者支援を推進。

社会保障

くわしくは P.5 へ

くわしくは P9へ くわしくは P.17 へ

くわしくは P.15 へ

くわしくは P.11 へ
対立より
チームワーク
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チーム大阪チーム大阪 大阪のポテンシャル（潜在能力）を存分に発揮できる環境を整えるために、大阪市は市域、
大阪府は衛星都市が守備範囲という機能分担でなく、府内市町村の基礎的自治体を優先
した枠組みで再構築を目指す“チーム大阪”を形成します。その上で、京都･神戸とも連携し、
京阪神ラインを熟成させながら、将来にわたり関西州を目指します。

大阪府内 43市町村が、個別の力を地域ごとに協調し合い、
総合力が発揮できる“チーム大阪”をつくります。

♥チーム大阪における自治体の役割
●基礎的自治体（市町村）の役割
　基礎的自治体は、地域の特性を活かした多様な直接的住民サービスを
　推進します。そのために、府内 43 市町村のポテンシャルが活かせる規模に
　合併･再編し、権限･財源を大幅に移譲します。
　・再編は、単なる人口割りでなく、経済、文化、地理など地域の特性を
　　尊重した枠組みにし、住民サービスを向上させます。
　・大阪市については抜本的な見直しを検討します。
　・これらの制度設計をするために、全自治体で構成する
　　「新･おおさかサミット（都市構想協議会［仮称］）」を設置します。

●広域自治体･大阪府の役割
　広域行政サービス（成長戦略など）に基礎的自治体（市町村）が関わることで、
　地域の特性を活かした多様なサービスを行えるよう、府は基礎的自治体を
　バックアップします。
　・大阪府の役割は、府内全体を視野に入れ、府内市町村の水平連携を
　　図るための調整を行います。調整機関として、
　　「広域自治協議会 ( 仮称 )」を設置します。
　　※水平連携するものとして、広域的 ( 鉄道、幹線道路等 )、専門的 ( 病院、公営住宅 )、政策的 ( 都市計画 ) な事業など。
　・国から大阪へ権限･財源を移譲させ、随時、基礎的自治体へ
　　権限･財源を移譲します。
　・大阪の税財源を充実するため課税自主権の拡大、補助金の大幅縮小、
　　税源配分の見直しを推進します。
　・国の事務･権限を大幅に大阪に移譲し、国の出先機関の廃止･縮小を
　　大胆に実施します。

地域主権 対立より
チームワーク

（ひとつの大阪）
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関西は一つ関西は一つ
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♥地域主権型関西州の形成

地域主権 対立より
チームワーク

市町村

府

関西州

近隣都市圏

●再編･連携
●権限･財源の強化

●法改正
●府解消

●連携

・チーム大阪が牽引力となり、近隣の京都･神戸の都市圏と
  連携を取りながら、京阪神ラインの広域自治を推進します。
・国へ強く働きかけ、京阪神ライン、関西広域連合を熟成
  させながら、地域主権型関西州を実現させます。
・公明党の市町村議員、都道府県議員、国会議員の
  ネットワーク政党の持ち味を活かし、
  関西州を実現します。
・関西州導入時には、大阪府を発展的に解消します。
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住民自治の大阪住民自治の大阪 二元代表制のもと、住民のための議会･行政の改革を大胆に推進します。
議員定数や議員報酬の適正化など議会に加え行政のスリム化や、
住民の声が社会に反映できる体制を整備します。

♥議会・行政のスリム化

♥住民本位の議会づくり

●議員定数の削減
　一票格差の是正、行政改革の観点や区の再編など住民の判断等を踏まえて
   議員定数の削減を目指します。

●議員報酬の削減
　さらなる適正化を図ると共に、客観的な基準を設けます。

●ムダゼロ役所の実現
　・業務を精査し、二重行政を解消します。
　・コストベネフィット（コストに対する市民満足度）を向上させる
　　行政評価システムを実現します。
　・外部出資法人等の三セクへの「天下りゼロ」を実現します。
　・職員の人事評価システムの導入と人材育成プログラムの実施で、
　　優秀で頑張る職員を増やします。
　

●「議会基本条例（仮称）」の制定
　議会が執行機関の監視機能、政策立案機能、
　改革実行機能等を発揮できるよう「議会基本条例」を制定します。

●議会機能の強化
　・首長による専決処分を抑制、議決事件を拡大するため、
　　通年議会を導入します。
　・ムダゼロ･情報公開のために、公会計制度を改革し、
　　財務諸表の作成･公表を図ります。
　・「ローカルマニフェスト」の作成を義務化するなど、
　　住民との公約を明確にする機会を創出します。

♥住民参加の推進

●情報公開
　インターネットによる本議会・委員会中継や
　動画配信、議案情報の提供、議会の情報公開を進めます。　

削減定数案
選挙区数
その内 1人区
一票の格差
法改正の必要

現行
109議席
62
33
2.29
―

公明案
87議席
19
0
1.15
有り

維新案
88議席
62
48
3.0
無し

議会･行政改革

※府議会定数削減｢公明案｣と｢維新の会案｣との比較

★公明党案は、衆議院 19小選挙区を基本に、4～ 5人の選挙区にした総定数 87人で
　22名の減員になります。１票格差が維新案の 3倍から 1.15 倍に是正され、1人区が解消されるため
　死票が防げるメリットがあります。

※なお、削減にあたっては、住民の多様なニーズや意見を的確に反映させる住民代表機能や、
　増大する行政への監視機能という議会が持つ役割も十分考慮すべきです。

87議席
65議席
44議席

87議席109議席

現行 削減案

大阪府

65議席86議席大阪市

44議席52議席堺　市

※議員定数｢現行｣と｢削減案｣
　（大阪府、大阪市、堺市）

※公明党はこれまで、大阪市会で議員報酬 10％カット、政務調査費 15％カットを実現。
　大阪府議会で議員の月額報酬 15％カット、政務調査費 15％カットを実現し、
　費用弁償の廃止 (都道府県では初 )も実現。
　

・民間活力を引き出すアウトソーシングや
　ＰＦＩ（民間資金活用事業）のさらなる拡大で最大限の経費を削減します。
・公共事業における入札制度の改革と総合評価制度の拡大で、
　高品質とコストダウンを実現します。

●住民が参加できる場づくり
　・「出前議会」や「議会報告会」を実施し、住民の声を聞く機会を確保します。
　・公聴会･参考人制度を活用するとともに、
　　議会として地域別･テーマ別の「市民委員会」「住民会議」（仮称）を
　　行うなど住民が議論に参加できる場づくりを推進します。
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大阪ブランドを「活かし」、「育み」、「発信」し、
関西、そして日本経済を牽引する起爆剤になることで、雇用を創出します。
さらに、大阪ブランドを成長させ続けるために、いきいきと働ける環境を整備します。大阪ブランド大阪ブランド

♥大阪ブランドの振興

♥大阪ブランドの発信

♥大阪ブランドの活用
●観光都市の促進
　・外国人観光客倍増 1000万人を目指します。
　・工場見学や地場産業を含めた観光プランを促進するなど、
　　大阪の産業の魅力をアピールする
　　「産業観光プロジェクト（仮称）」を推進します。
　・観光インフラとしての関西国際空港のハブ化を強力に推進します。
●大阪の文化・芸術の充実・育成
　・大阪の芸術、文化を体験できる観光スポットを充実させます。
　・大阪の新進芸術家を育成します。
　・“粉もの”など大阪の食文化を充実させます。

●「環境･新エネルギー×ものづくり」でブランドの育成
　・電気自動車（EV）、太陽光発電、リチウムイオン電池など、
　　エコものづくり産業を支援します。

●「医療･バイオ×ロボット技術」でブランドの育成
　・介護ロボットなど、福祉ロボット産業の育成を支援します。
　・創薬など、バイオ産業の育成を支援します。

●都市農業ブランドの育成
　“田辺大根”、“毛馬胡瓜”（けまきゅうり）などのなにわ伝統野菜を
　「天下の台所」の都市農業ブランドとして育成を支援します。

●世界の企業とのマッチング支援
　「ワールドビジネスカフェ（仮称）」を創設し、大阪の企業に対して、
　海外への紹介や宣伝などマッチングワンストップサービスを提供します。

●水ブランドの発信
　・上下水道など、水インフラ技術の輸出を支援します。

雇用創出

●大阪ブランドを振興する環境整備
　・優秀な技術・技能を持つ中小企業を、官学とともに総合力を発揮できる
　　ようにします。
　・総合特区制度の導入により、技術の連携を促進する環境を整備します。
　・規制緩和、金融支援など、技術の成長を促進する環境を整備します。
　・「緊急経営対策資金」、「景気対応緊急融資」など、
　　さらなる融資の継続を推進します。
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雇用創出

♥雇用支援
●多様な働き方の推進
　・ICT（情報通信技術）を活用したテレワークや在宅勤務など、
　　場所や時間に制約されない柔軟な働き方の導入を促進します。
　・短時間正社員制度の導入など、
　　個人のライフスタイルに応じた働き方の導入を促進します。
　・定年後の継続雇用の推進など、定年制を見直し、
　　シニア人材の活用を推進します。
●労働環境の改善
　・正規雇用と非正規雇用の格差解消のため、
  　「同一価値労働、同一賃金」に向けた取り組みを推進します。
　・再チャレンジできる環境を整備するため解雇･離職時の住宅確保や
  　生活支援、職業訓練など、支援策を推進します。
　
●雇用の創出（企業への支援）
　・「緊急雇用創出基金事業」の効果的な運用で雇用を創出します。
　・社会的課題を解決する社会的企業（ソーシャルビジネス）の推進を図り、
　　新たな雇用を創出します。

●若年層雇用の対策
　・企業への奨励金を推進し、フリーター等の正規雇用化を促進します。
　・ジョブカフェの充実など、就職支援を推進します。
　・企業・学生双方に有益な新たな就職協定づくりなど、
　　就職活動の見直しを進めます。
　・新卒至上主義の是正のために、企業の新卒採用の枠を
　　卒業後 3年の学卒者まで拡大します。
　・短時間正社員制度の導入、非正規雇用者の待遇改善など、
　　非正規雇用者対策を推進します。
　・ワークシェアリングを促進します。

●障がい者雇用の対策
　・障害者自立支援法に伴う障がい者施設の新体系移行を支援します。
　・福祉・教育から一般就労へスムーズに移行できるような
　　全体的な支援策を推進します。
　・雇用先の開拓、ミスマッチ解消のための就労･雇用事業を支援します。
　・地域就労･支援センターの拡充と質の向上を図ります。
　・障がい者作業所の運用を支援します。
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いきいきと学べる大阪に向けて教育を大胆に改革します。
そして、世界トップレベルの国際力･ディベート力･創造力の育成を
目指します。世界トップレベルの教育世界トップレベルの教育

♥世界トップレベルの教育

●教育環境の向上
　・学校施設 100％耐震化を推進します。
　・小学校の給食費の公費助成を拡充します。
　・中学校給食を推進します。
　・屋上緑化、各教室のエアコン設置など、暑さ対策を推進します。
　・小中学校にエレベーターを設置します。
　・不登校、引きこもり対策のために、
　　小中連携を促進する取り組みを推進します。

●教育費負担の軽減
　・私立高校生授業料無償化を年収 610万円未満の家庭まで拡充します。
　・奨学金制度の拡充を推進します。
　・私立幼稚園と公立幼稚園との費用負担における格差解消を目指します。

●いじめ･不登校対策の推進
　・子どもの居場所づくり事業を推進します。
　・スクールカウンセラーの充実を推進します。

教育改革

●学力＋“国際力･ディベート力･創造力”の向上
　・大阪の教育力向上を目指す「大阪府教育庁」設置を推進します。
　・話せる英語など語学力強化に向けた取り組みを推進します。
　・3000人の高校生を毎年留学させ、国際化を担う人材育成を推進します。
　・少人数学級（35人学級）、習熟度別授業、放課後学習支援など、
　　生徒の状況に応じたきめ細かな教育を推進します。
　・電子黒板、電子教科書、電子書架台等の活用など、ICT教育を推進します。
　・読みに困難のある児童のためのデイジー教科書等の
　　デジタル教科書の導入を押し進めます。
　・教員研修の充実、生徒指導の強化（専門家による指導）を推進します。
　・学校図書館を活用し、読書･読み聞かせ運動を推進します。



内部討議資料17  18

ひきこもり、うつ病、児童虐待、高齢者の孤独死など、
「孤立化する社会」から「支えあえる社会」への転換を目指します。
子どもからお年寄りまで、安心して暮らせる福祉社会を実現します。支えあえる大阪支えあえる大阪

♥街づくり ♥貧困・格差対策
●生活保護制度の抜本的改革
　・虚偽申請対策として厳格な罰則規定を盛り込んだ上で、
　　認定の簡素化を推進します。
　・生活保護からの脱出戦略として、自立支援策を充実します。
　・要保護の高齢者世帯に対し、資産を担保とした資金貸し付けなど、
　　柔軟な制度を検討します。
　・きめ細かな制度を促進するため、ケースワーカーの増員を推進します。
　・生活保護の前段階の支援や生活の再挑戦を支援する
　　「トランポリン型セーフティーネット（仮称）」の構築を推進します。
●貧困連鎖の対策
　・生活保護世帯の子どもへの学習支援など貧困連鎖の防止を促進します。

●環境のための街づくりの推進
　ゴミの減量化やリサイクルを推進し、循環型社会の形成を支援します。

●景観に配慮した街づくりの推進
　緑･花による景観創出や電柱の地中化など、景観形成施策を推進します。

●安全･安心な街づくりを推進
　・地域コミュニティーの再生･強化を目指し、
　　多様な世代が一緒に暮らせる街づくりを推進します。
　・街頭犯罪対策の向上を目指し、地域防犯活動を支援します。
　・安心の消費生活実現へ、消費生活センターの機能を拡充します。
　・子育て世帯など住宅困窮者のために、セーフティーネット住宅の整備や、
　　家賃補助制度を推進します。
　・公的賃貸住宅団地に医療･介護･子育て等の施設を整備するなど、
　　地域の福祉拠点を再生します。
　・高齢者への生活支援サービスが 24時間受けられる
　　「サービス付き高齢者住宅」を整備します。
　・「あんしん賃貸支援事業」の対象を拡充し、若者の居住支援を推進します。
　・引きこもりの長期化･高齢化に対し、
　　「引きこもり地域支援センター」の設置や居場所づくり、
　　アウトリーチ（出張訪問支援）など総合的な支援を推進します。
　・災害時要援護者リスト作成への取り組みを推進します。
　・高齢者や障がい者、子育て中の保護者などに対して、
　　縦割りの行政サービスを超えて多機能な支援を行える
　　「フレキシブル支援センター」、「子ども･若者支援地域協議会」、
　　「地域若者サポートステーション」の整備を推進します。

社会保障
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●うつ病対策の推進
　・「認知行動療法」の普及に向けた体制を整備します。
　・早期発見を促進する相談･治療体制を強化します。
　・治療体制を強化するため、精神保健福祉士や看護師などの
　　レベルアップを図ります。
　・早期発見から社会復帰までの一貫した支援体制を拡充します。

●医療施策の向上
　・地域連携クリティカルパスの導入など、地域医療連携を促進します。
　・地域の実情に合わせた療養病床の確保を促進します。
　・様々な職種の医療従事者による多職種協働チーム医療体制を促進します。
　・救急医療システムを改善･充実します。
　・生活習慣病の予防のため、特定健康診査の受診率向上を促進します。
　・国民健康保険被保険者証を個人単位のカード化へ推進します。
　・HTLV-1（ヒト T細胞白血病ウイルス 1型）の感染症対策を推進します。

♥子育て
●児童虐待防止対策の推進
　・「児童虐待防止対策緊急強化基金」を創設し、
　　児童相談所や自治体のサポート体制に応じて助成する制度を推進します。
　・児童相談所（児童福祉司等）、学校（教員、保育士等）の専門性向上に
　　向けた取り組みを推進します
　・児童相談所への通報電話番号の簡易化を推進します。
　・虐待防止のための乳幼児の母親へのケアや、里親による養育への
　　財政支援を推進します。
　・要保護児童虐待対策地域協議会（児童虐待防止ネットワーク）を中心に、
　　子ども家庭センター等との連携を強化します。

♥医療
●がん対策の推進
　・公明党が提案した「大阪府がん対策推進条例（仮称）」の実現を目指します。
　・がん患者の治療費負担軽減や緩和ケアに取り組みます。
　・土･日･夜間検診など、がん検診受診率の向上を図ります。
　・女性特有のがん（乳がん･子宮頸がん）検診の無料クーポン事業を継続します。
　・子宮頸がんワクチン接種の公費助成を恒久化します。
　・大腸がん検査キットなど、家庭で可能ながん検査を推進します。
　・最先端がん治療の実用化に向けた取り組みを推進します。

●医師不足対策の推進
　・医師確保対策のために、医療従事者の拡充と役割分担の見直しを進めます。
　・医師派遣システムを強化します。
　・女性医師の勤務環境を改善します。
　　（育児休業、短時間勤務、院内保育などの復職支援の充実）
　・医師事務作業補助者など医師サポート体制を強化します。

●小児医療体制の強化
　・肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチン接種の公費助成を恒久化します。
　・水痘やおたふくかぜなど必要とされるワクチン接種の公費助成を推進します。
　・妊産婦健診 14回分の公費助成の恒久化を推進します。
　・乳幼児医療費助成の対象年齢を拡充します。
　・子どものインフルエンザ予防接種の公費助成を推進します。
　・不妊治療の公費助成を拡充します。

●育児支援
　・小学校就学前 3年間の幼稚園･保育所･認定こども園など
　　幼児教育の無償化を推進します。
　・出産育児一時金を拡充します。
　・家庭訪問つき相談支援事業を拡充します。
　・ニーズに応じた保育サービスを可能とする環境整備を促進します。
　　（地域ニーズに応じた保育所配置や入所基準是正の推進。
　　延長保育、休日保育、病児･病後児保育など、柔軟な保育サービスの支援）
　・看護休暇制度の対象拡充や、短時間正社員制度、テレワーク、
　　在宅勤務など、多様で柔軟な働き方を支える環境を整備します。
　・子どもの状態や年齢に応じたケアを可能とするため、
　　児童養護施設･自立支援施設を充実させます。
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♥高齢者
●独居等高齢者への地域支援体制の強化
　・地域包括支援センターの機能･連携を強化します。
　・センターを中心に独居老人を地域ぐるみで支援します。
　・緊急相談窓口を 24時間 365日対応できる体制へと整備します。
　・訪問看護サービスの整備･拡充を進めます。
　・レスパイトケア事業の拡充など、家族介護者の介護サポートを推進します。
　・小規模多機能型居住介護事業を整備･充実します。
　・認知症高齢者の早期診断･早期治療･ケア･相談支援を充実、
　　権利擁護を推進します。
　・地域の見守りに貢献するNPO団体への財政支援を推進します。
　・支援の弊害を軽減するために、個人情報の問題を検討します。

♥障がい者支援
●生活支援の充実
　・公的施設のバリアフリー化を推進します。
　・保健センターでの相談機能を強化します。
　・福祉施設サービスや地域生活支援事業の地域間格差を解消します。
　・高齢障がい者に対して、福祉サービスと医療・介護サービスとの
　　併用・柔軟化を促進します。
　・ニーズに応じたグループホーム、ケアホームの整備を推進します。
　・重度障がい者のために、24時間居宅介護支援体制の充実や
　　住宅費用の保障を推進します。
　・成年後見人制度の利用促進のため、費用負担の軽減を推進します。
　・発達支援、就学支援など、ライフステージに応じて一貫して
　　支援体制を整備する「児童発達支援センター（仮称）」を創設します。
　・在宅介護支援機器の充実と貸し出し料金の低料金化を推進します。
　・自閉症などの発達障がい児への支援を促進します。
　・特別支援教員や支援員の増員･質の向上など、
　　特別支援教育の充実を推進します。
　・障がい福祉施設を計画的に整備するため、
　　数値目標を定めた「障がい者福祉ゴールドビジョン」（仮称）を策定します。

●介護支援体制の充実
　・特別養護老人ホームや老人保健施設など、
　　介護施設をさらに拡充･充実します。
　・介護従事者の処遇改善を促進します。

●生きがいづくりの支援
　・高齢者の外出を支援する取り組みを推進します。
　・「ボランティア･ポイント」など、高齢者が活動できる
　　機会づくりを推進します。
　・一定期間介護保険を利用しなかった高齢者に、
　　介護保険料やサービス利用料の負担を軽減する
　　「お元気ポイント制度（仮称）」を創設します。
　・地域コミュニティー活動に貢献する団体への財政支援を推進します。

♥女性
●DV対策
　・民間シェルターへの財政支援基金を創設します。
　・DVホットラインの整備など、電話相談サービスを充実します。
　・DV被害当事者の自立支援を充実します。
　・若者の間で広がるデートDVに対する啓蒙事業を推進します。

●就業支援
　・マザーズハローワークの機能強化を推進します。
　・再雇用制度の導入や企業支援を推進します。
　・男女共同参画を推進します。
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